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――公認会計士を志したきっかけ

を教えてください。

私の父は税理士なのですが、良
い意味でも悪い意味でも、いわゆ
る「街の税理士」で、職員は２人
か３人くらいの事務所でした。「自
分の体一つでやっている」という
不安があったのでしょうか、私に
対しては「資格があっても、体が
持たなければ仕事ができない。セ
ーフティネットのある、それなり
の企業で仕事をするほうが、将来

京都本部を中心に、東京、大阪、高崎、滋賀にも拠点を構えるひかり税理士法人。高いレ
ベルでのサービス提供を実現し、地元企業や金融機関からの信頼も厚い。今後も厳しい経営
環境が予想される会計事務所業界において、代表である光田周史氏はどのように経営の舵取
りを行っていくのか。同法人の今後の戦略について、詳しく話を聞いた。

ひかり税理士法人

的には良いのではないか」という
話を聞かされていました。私自身
もその話には納得していたのです
が、一方で、子供の立場から父を
見て、平日でもゴルフや旅行に出
かけたりと、まさに自由業といっ
た様子で、そういう所は良いなと
思っていました。
大学４年生になり、就職活動の

時期に差し掛かった時、就職に対
して身が入っていなかったからで
しょうか。数社から内定をもらっ

たのですが、「何か勉強してみよう
かな」と思うようになり、大学４
年生の後半から公認会計士の勉強
を始めました。大学は経済学部で
したが、それはたまたまで、大学
に入った段階で会計士や税理士に
なることを決めていたわけではな
かったですね。

――会計士試験に合格した後はど

のようなキャリアを歩まれたので

すか？

会計士二次試験に合格し、監査
法人へ就職しました。当時、三次
試験に合格するためには、監査法
人で実務に従事しなければなりま

クリエイティブな仕事を目指し
中小の監査法人に入社

京 都 市
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税務・会計のプロフェッショナルとして
「企業の成長」にこだわったサービスで
さらなる成長を描く
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せんでしたから、この時点で大手
に行くか、中小に行くか、選択を
迫られます。大手に行けば、上場
企業を監査できる魅力はあります
が、一方で「あんまり面白くなさ
そうだ」という思いもありました。
大手の監査法人は組織で監査しま
すから、組織の一つの歯車になっ
てしまいますよね。私は当時から
独立志向がありましたので、結局、
クライアントは小さくても様々な
経験が出来そうな大阪の小さな事

勤務事務所の吸収合併を機に退職
父の事務所を経て独立へ

――独立までのエピソードをお聞

かせください。

事務所に勤務を始めてから６年
目のある金曜日だったと記憶して
いますが、私をはじめとする若手
職員が、所長先生から「重大な報
告がある」と事務所に呼び戻され
ました。同僚と「何だろう？」と
言いながら戻ると、「トーマツさん
と合併することになった。それに
向けて準備を始めるので協力して
欲しい」と告げられました。
既にお話ししましたが、もとも

と私は大手の事務所に勤める気は
ありませんでした。ですからこの
時、「中小のいいところが失われて
しまう」と思い、退職を決意しま
した。特に退職後のビジョンはあ
りませんでしたので、とりあえず
父の事務所に登録しておくかと、
このような経緯で父の事務所に戻
りました。父にしてみたら、「お前
は何で戻ってきたんだ」という気

務所を選びました。その事務所の
面接では、所長先生が「うちのク
ライアントは上場会社が１社しか
ないけれど、良い中堅・中小企業
を発掘して上場させていくので力
を貸してくれるか」というお話を
してくださったのですが、それこ
そ、当時の私が願っていた仕事で
したので、採用していただき、そ
れから６年間、そこで様々な経験
をすることができました。
中小企業の上場支援や、会社が

伸びていくためのサポートをする
ことこそが、私たちプロのミッシ
ョンです。与えられた仕事、俗に
いう法定監査ですが、「法律で受け
るよう決められているから監査受
けていますよ」というような、全
てお膳立てができた仕事よりは、
「どうすればこの会社を上場させ
てあげられるのか」というクリエ
イティブな仕事をしたいという思
いは当時からありましたね。
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「仕事に人を付ける」という発想から
担当者のローテーション制を採用

分だったでしょうね。
当時、「事務所の後を継げ」と

いうような事は言われませんでし
たし、むしろ「監査法人に勤めて
おいて、いまさら税理士はできな
いだろう」と言っていたくらいで
したから、意見はあまり合いませ
んでしたね。親子だけど半分はラ
イバルみたいな関係で、事務所の
経営方針を巡っていつも対立して

いましたよ。そして、２年間だけ
父の事務所に籍を置いていたので
すが、実を言うと、私の仕事のう
ち、事務所の仕事はわずか２～３
割程度でした。勤務していた事務
所がトーマツと合併することにな
り、これを良く思わずに辞めた人
が何人かいました。そのメンバー
でコンサルティング会社を作った
のですが、これが軌道に乗りつつ

あったため、実際はコンサル会社
の案件に携わっていました。父に
してみたら「毎日どこに行ってい
るんだ」と思いますよね。こんな
調子だったので、父とは常に経営
方針を巡って対立しており、父の
事務所に戻ってちょうど２年後の
昭和 63 年、京都市内に事務所を設
けました。

――事務所経営に当たって、特に

重要視されていることはあります

か？

父は４年前までひかり税理士法
人の代表社員だったんです。私が
税理士法人を作る時に、父の事務
所をサテライトオフィスにし、そ
この所長として代表権を持っても
らいました。４年前に 80 歳にな
ったのを機にリタイアしたのです
が、父の事務所のお客様も距離的
に遠くはないですし、今やインタ
ーネットの時代ですからご迷惑を
かけることはありません。「京都事
務所できちんとフォローさせても
らいますよ」と私が１件ずつご挨
拶に回りました。ところが、歩留
まり７割、残り３割は「お父様だ
からお願いしていた」「地元の先生
だからお願いしていた」と離れて
いってしまいました。親子であっ
ても、あるいは同じひかり税理士
法人であってもこのような状況で
した。つまり、会計事務所のお客
様は「人」に付いているんですね。

ですから、十年一日の如く担当が
“この人”と決まってしまうと、そ
れこそ人に仕事が張り付く形にな
ります。そうではなく、「仕事に人
を貼り付ける」という発想を持た
なければなりません。言うのは易

しいのですが、実現するのは簡単
ではありません。お客様との間に
は、どうしても属人的な関係がで
きてしまいますし、ひかり税理士
法人に頼んでいるのではなく「担
当の誰々さんに頼んでいる」にな
りがちですね。
ですから、私たちは３年から４

年で担当者のローテーションを行
っています。５拠点の間で人事異

事務所の風景
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動しようと考えたこともあるので
すが、東京、高崎はどうしても距
離がありますので、所内でストッ
プがかかりました。現在は、大阪・
京都・滋賀でのみスタッフを動か
しています。ただ、私たちの仕事
はお客様があってのことなので、
お客様との信頼関係と、特定の人
が長く担当を続けすぎないことと
のバランスを見極めながら進めて
います。

――今後の人事戦略についてお考

えはありますか？

先程もお話ししましたが、今は
専門特化していこうと考えていま
すので、例えば「資産税ばかりや
ってきました」とか、「法人税に
関しては十分以上の知識がありま
す」という方に巡り会いたいです
ね。ただ、これも簡単ではありま
せんので、一応目標は掲げていま
すが、自社で養成することが不可
欠だろうと思っています。
私が望む人材としては、人前で

話せて、書ける人間です。文章を書
けるか、人前で喋れるか、これもひ
とつの重要なファクターです。よく
原稿を依頼されるのですが、自分が
原稿を全て消化しきれない時に、所
内の書けそうな人間に書かせること
があります。当然レビューをするの
ですが、「彼は案外ちゃんと書いて
くるな」と見直すようなこともよく
あるんです。そこで、「次も機会が
あったら書いてみるか、なかなかよ
く書けてたな」と言うと、やりがい
が生まれるのでしょう。「機会あっ
たら是非やらせてください」と言っ
てくるようになりますね。

――数字だけでなく、言葉にも強

くなければならない、ということ

ですね。

その通りなのですが、数字にす
らあまり明るくない税理士もたく
さんいますよ。例えば、事業再生
という仕事は、まさに傷んだ中小
企業をどう立ち直らせるかという
仕事で、私たちも再生支援協議会
や金融機関から依頼されます。貸付
先がピンチの状況にあるので、ど
のようなスキームで再建するのか。
経営そのものを立て直すコンサル
ティングの仕事です。ある金融機
関に言わせますと、どんな中小企
業でも必ず税理士が関与している
ので、その税理士に立て直しに力
を貸してくださいとお願いするそ
うですが、税務から一歩も出ない、
つまり、「うちは申告書を作るのが
仕事で、会社がどう経営するかは
我々が関与することではない」と
話す先生が多いそうです。しかし、
決算代行や申告代理をしているの

ですから、会社の数字を見ているわ
けです。すると、何かアドバイス
できることがあるじゃないですか。
でも、それをやらないし、できない。
そうした旧態依然とした会計事務
所が７～８割近くあるようですね。
そのような先生方にとって、数字

は過去のもの、税務申告のためのも
ので、それ以上の何者でもないので
す。それで経営が上手くいくならば、
それでも良いでしょう。ただ、時代
が求めているのは決してそんなこと
ではなく「これから会社をどうして
いくか」ということなのです。例え
ば、出血している場所があるならば、
早くガーゼを当てないといけません
よね。そのようなアドバイスができ
るという事で、私たちは外部から評
価していただいています。この分野
の仕事が増えていますが、本当に人
が足りず、仕事を断っている状況で
す。これは私の人事政策の失敗です
ので、今後は人材の確保を急務とし
て対応していきたいと思います。
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税務の総合病院を目指し
専門性の高い人材を養成

同志社大学経済学部卒業。昭和 60年公認会計士登録。日本公認会計士協会理事、ひかり
アドバイザーグループCEO、ひかり監査法人代表社員、ひかり税理士法人代表社員。『Q&A
「更正の請求」徹底活用ハンドブック』など著書多数。
【ビズアップ総研　e-JINZAI コンテンツ】
・「更正の請求」活用テクニックと 実務事例の検討

光田 周史　先生 
ひかり税理士法人　代表　公認会計士・税理士

――ひかり税理士法人の強みにつ

いて教えてください。

ひかりアドバイザーグループで
は、弁護士、司法書士、社会保険
労務士といった他士業のサービス
まで「ワンストップサービス」と
してご提供しているのですが、こ
れが功を奏して、おかげさまで現
在の規模にまで成長しました。税
理士法人としてどこまで間口を広
げていくか、とても悩ましいとこ
ろなのですが、今後はより専門特
化していく事を考えています。イ
メージとしては総合病院、とりわ
け高度救命医療のようなことがで
きれば、専門家冥利に尽きると思
うのです。非常に高度な税務の案
件でも「あそこの事務所に聞けば
大丈夫」と言ってもらえることが
理想ですね。最近では、金融機関
等からそのような目線で見ていた
だいていますが、その分、プレッ
シャーも大きいですよ。
よく「会計事務所経営に必要な

のは差別化だ」といいますが、差
別化は口で言うほど簡単ではあり
ません。仮に差別化できても、す
ぐに他社との競争でその差は埋め

られてしまう。携帯電話や IT 機
器を見ていると、どこかのメーカ
ーが一歩先行すれば、必ず追随し
ますよね。従前の機種以上に新た
な機能を付け加える。すると、追
い越された方はまた新たな機能を
付け加える、この循環です。差別
化した瞬間に、その差は埋められ
てしまうのです。
では、何を持って差別化とする

かというと、自分なりの答えは「ブ
ランドに対する信頼」を築く事で
す。同じことしかできないのだけ
れども、「ひかりさんだったら大丈
夫」という信頼を得ることこそが
差別化なのではないかと思います。

――これからの10年、どのよう

な活動に注力していきますか？

金融機関の方はよく「10年後の
絵を描いてください」と言います
が、10年先のことは私にはわかり
ません。私が責任を持てるのは、３
年から５年です。ですから３年から
５年で金融債権者にとって望ましい
再建策を講ずることはお手伝いいた
しますが、10年先まで保証するこ
とはできないとお伝えしています。

半分は“逃げ”かもしれませんが、
でも10年先までは見通せないとい
うのが正直なところなのです。一方
で10年を振り返ると、ついこの間
なんです。そう考えると、この先の
10年だってあっという間に経って
しまうということですので、「わか
らないと逃げていたらダメだな」と
いう思いもあります。おぼろげであ
っても自分なりの目標を掲げなけれ
ばいけません。
一例を挙げるとすれば、今後は

会計事務所のＭ＆Ａが少なからず
あると思うのですが、経営が首尾
よく行かない個人事務所の先生方
も必ずいらっしゃるはずです。こ
のような先生方と出会って、どの
ような展開をしていくか。Ｍ＆Ａ
で、単に看板を掛け替えるだけでは
見せかけのブランドになってしま
い、お客様に迷惑を掛けてしまい
ます。枝葉の部分は違ったとして
も、幹の部分＝ポリシーをしっかり 
共有していかなければなりません。
そしてもう一つ、弁護士、司法

書士、社労士といった他士業との連
携、つまり、ひかりアドバイザー
グループという組織をどう展開し
ていくか、これも大きな課題です。
税理士法人としての課題、グルー
プ全体としての課題、この二つを
解決していきたいと思っています。


